
 

 

プレスト１・７の対応状況について 

 

R5.11.27 総務部行政局財産課 

１ 趣 旨 
 

・プレスト１・７の取扱いについては、昨年２月の事業総括の取りまとめから、１年

半以上が経過したことなどから、改めて外部有識者からご意見を伺い、社会経済情

勢及び不動産市況の確認や複数のケースを想定した収支試算等を行い、11 月７日

開催の総務委員会で報告。 

・この度、「道有財産等有識者会議」からもご意見をいただいたことから、その内容に

ついて報告する。 

 

２ これまでの対応経過（令和５年度） 
 

（１）信託期間の１年延長 

   第３回定例道議会で議決 
 

（２）11 月７日総務委員会報告 
 

①  道庁周辺地区における道有財産について  資料４－１のとおり 

②  外部有識者の主な意見について   資料４－２のとおり 

③  プレスト１・７の収支の試算について  資料４－３のとおり 

 

３ 道有財産等有識者会議 
 

・上記の対応経過を踏まえ、「道有財産等有識者会議」で意見を聴取（11 月 16 日） 
 

【主な意見】 

○ ビル賃貸業を行うことは、道の行政目的に合うのか疑問。 

○ 将来的な税金投入のリスクをできるだけ排除する視点が必要。 

○ 事業総括の基本的な考え方は妥当。 

○ 売却する場合には、この地区の環境のことも考えて条件を検討して欲しい。 

 

４ 今後の対応 
 

  これまでの対応経過や道有財産等有識者会議における意見等を踏まえながら、信託

財産の取扱いに関する最終的な考え方の検討を進める。 
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道庁周辺地区における道有財産について

１．道庁西地区整備構想［H3.1］

機能や特性等にも配慮しつつ､街区全体を一体的に整備し､都市景観とし
ても優れた街並みの形成に資する。

・北2条西7丁目街区…公用・公共用財産

→道有地化し、かでる2･7(公共用)と道警本部庁舎(公用)を建設

・北1条西7丁目街区…普通財産

→プレスト1･7を建設(信託受益権(普通財産)を設定)

２．西地区整備構想以降の動き

公用財産の確保を図りつつ､厳しい道財政を踏まえ、道財政の健全化に向
けた取組方針等に基づき財産の売却等を進めてきた。

H 7(1995) ・北4条西7丁目(厚生病院跡地)の取得

H 9(1997)～・道財政の健全化に向けた取組

H13(2001) ・道庁別館西棟(ﾌｼﾞﾔｻﾝﾀｽﾎﾃﾙ)取得

H26(2014) ・文書館別館の売却

・北4条西7丁目道有地に定期借地権(斗南病院)設定

H28(2016) ・本庁舎改修(耐震補強)

R 2(2020) ・議会庁舎改築、別館庁舎改修(防水、外壁)

３．財産活用の基本的な考え方

用途に応じて、長寿命化や適正配置、処分などの取り組みを進めるなど、
道民の貴重な財産を適切に取り扱っている。

北海道ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進方針等

普通財産
公用財産 公共用財産

第一種 第二種

公の施設 公宅 未利用財産、
庁舎 公園、道路等 公宅用地 信託受益権等

・必要戸数 ・未利用地等の処分等の促

の適正配置 進

本庁舎・別館等 かでる２・７ プレスト１・７

別館西棟の取得によ 多様な道民活動に利 公用､公共用に転用すべき事情変化は無

り庁舎面積と執務ス 活用され、所期の目 く、今後とも普通財産として取り扱う

ペースを確保。 的を果たしている。 ことが適当。

・長寿命化による有効活用
・光熱水費や清掃委託費等の縮減
・執務ｽﾍﾟｰｽ等の余剰部分の削減と有効活用
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４．将来的な行政需要への対応

■ 道では、ファシリティマネジメント推進方針に基づき、庁舎等の長寿命
化改修による耐用年数以上の長期間の使用やユニバーサルレイアウトの導
入等によるスペースの有効活用を進めている。

■ 平成３年に比べ、道庁周辺地区における公用・公共用の道有地は拡大し
ており、今後とも庁舎等の耐用年数や長寿命化の状況等を十分に踏まえな
がら、これら保有する土地、建物を効率的に活用することにより、将来的
な行政需要にも対応することが可能と考えている。

〈 道庁周辺地区における庁舎等（行政財産） 〉

施 設 名 構造 建 築 年 法定耐用 使用目標 現 状
年 数

2012年度から開始した耐震改修工

1 本庁舎 SRC 1968 50 事とともに、長寿命化や省エネ化

法 定 耐 工事を実施しており、今後なお相

用 年 数 当期間の使用が可能

2 道庁別館 SRC 1978 50 ＋ 今後、長寿命化工事の実施などを

3 別館西棟 RC 1978 50 概ね20 検討（長寿命化診断実施済み）

4 議会庁舎 S 2020 38 年以上 使用目標年数を踏まえた活用を検

5 かでる２・７ SRC 1991 50 討

6 道警本部 SRC 1995 50

〈 道庁周辺地区における道有地の状況 〉

別紙のとおり



公用財産

公共用財産

普通財産

① ①
② ②
③ ③
④
⑤ ⑤
⑥ ⑥
⑦

⑫
⑨
⑩
⑪

⑬ 3,319.68 ㎡ H28

北1西7

3,907.00 ㎡

5,816.09 ㎡

うち

北1西7

58,693.35 ㎡

S43
北海道旧本庁舎 M44
道議会議事堂 R2

S43

S53

道警本庁舎 道有地 7,034.54 ㎡ H7
かでる２・７ 道有地 3,907.00 ㎡ H3

婦人文化会館 道有地 1,163.63 ㎡ S32
北海道第1車庫 道有地 1,332.78 ㎡ S43

道　有　地　合　計

67,260.72 ㎡

3,921.85 ㎡

2,356.19 ㎡

（地上権も含む）
73,538.76 ㎡

うち

(地上権も含む）

中小企業会館 道有地 1,192.56 ㎡ S34

⑧ 道庁西ビル（道庁別館）
民有地

2,594.39 ㎡ S53
道は地上権有

民有地
道は地上権有

北3西6

北2西6

道庁西地区複合施設 道有地 3,921.85 ㎡ H3

北1西5 北1西5

北4西7

北2西7北2西7

北海道本庁舎

道有地 58,693.35 ㎡

S43

道庁西ビル（道庁別館）

79,886.06 ㎡

S43
道議会議事堂 S26

2,594.39 ㎡ S53

2,496.41 ㎡ H5

公用財産

公共用財産

普通財産

公用財産

公共用財産

普通財産

70,162.97 ㎡

北3西6

北2西6

北海道本庁舎

道有地

現　在

道庁周辺地区における道有地の状況

平成３年当時

街区 建物名称 土地区分 敷地面積 建築年次 街区 建物名称

北海道旧本庁舎 M44

土地区分 敷地面積 建築年次

道警本庁舎
本庁舎西側駐車場 道有地 3,754.39 ㎡ H1

北海道文書館別館 道有地 885.81 ㎡ T15

道　有　地　合　計

⑨ プレスト１・７ 道有地

斗南病院 道有地

北3西7 北3西7
道庁別館西棟 道有地 1,840.69 ㎡

⑧

①

②

③

④

⑤
⑥

⑦

⑩

⑧

⑨

⑪

①

②

③

⑫

⑤

⑥

⑬

⑧

⑨
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資料４－２ 

外部有識者の主な意見について 

 

 
【市内中心部の不動産市況】 
 ○ 札幌市内の不動産市況は堅調に推移しており、今後も１～２年は好調を 

維持できるのではないか。そうしたことから、今は売り時であり、売却の 
タイミングとしては良い。 

 ○ 市内中心部の再開発は2029年で一段落するが、その時にどのような不 
動産市況になっているか全くわからない。売却するのであれば、好調な流 
れの今がタイミングとして良い時期。 

 ○ 市内中心部では、新築ビルの建設で2028年までに8万坪～9万坪の事 
務所面積が増加するとみられている。 

 ○ 2025年以降、新築ビルが徐々に整ってきたときに、どのような影響が出 
るかわからないが、今後は、テナントの奪い合いになる可能性がある。 

 ○ 建築ラッシュが一旦落ち着く2025年頃からは、オフィススペースに余 
裕が出てくるので、空室率が上がるのではないかとみている。 

 ○ 2030年迄には、現状より札幌中心部のオフィスビルの貸室総床面積が 
30％程度増えるとみられ、今後、オフィスビルの建築・竣工ラッシュに伴 
い、空室率は上がっていくとみている。 

 
【社会経済情勢の影響】 
 ○ 首都圏ではテレワークの普及により、空室率が増加した経過はあるが、 

札幌市内では、そのような状況は見られず、コロナによる影響は殆ど受け 
ていないとみている。 

 ○ ラピダス関連の事務所が市内中心部に進出する可能性はあるが、現時点 
ではどの程度になるかは分からない。 

 ○ 資材価格や人件費の上昇は、ビルの建築には影響を与えているが、売買 
価格には影響を与えていない。 

 ○ 電気料金の上昇が、今後、テナント賃料や共益費に影響を与えていく可 
能性はある。 

 ○ 修繕費は数年前に比べ1.3倍から1.4倍に上昇している。 
 ○ 人件費の上昇に伴い、ビルメンテナンス費用が増加していくということ 

も考える必要がある。 
 
【築30年経過ビルの経営等】 
 ○ 古いビルは一般的に競争力を失っていくので、賃料を維持しようとする 

と入居率が悪化し、逆に入居率を維持しようとなれば、賃料を引き下げざ 
るを得なくなる。 

 ○ 外部委託（マスターリース等）の費用は、賃料等収入の15～20％程度が 



見込まれ、契約期間は一般的に10年で、古い物件では５年程度。 
 ○ 古い物件の場合、空室リスクが高すぎるため、受託事業者の確保が難し 

いと思われるが、一定額の利益保証をすれば、受託事業者が出てくると思 
う。 

 ○ オフィスビルは、築30年を経過した頃に大規模修繕を行い、その後15 
～20年度程度建物を維持しながら、築50年程度で建替えるケースが多い。 

 ○ 築30年経過していても、適正な賃料と必要な修繕を行っているのであ 
れば、十分に入居者は確保できるのではないか。 

○ テナントの入れ替えには一定の期間を要するため、その間の賃料収入が 
入らないことや、事務室のリフォーム費用が発生することも想定しておく 
必要がある。 

 ○ テナントは、解体に合わせて一斉に退去するものではないので、解体の 
数年前に退去した場合は、解体までの期間、空室となり、賃料収入がなく 
なるリスクを考慮。 

 ○ 立体駐車場を所有しているビルは、１基更新でも億単位の費用を要する 
ため、その更新に悩んでいると聞く。 

 ○ 道が賃貸事業を引き継ぐ場合には、緊急工事などテナントの要望に対し、 
予算執行も含め迅速に対応できるかどうかが課題となる。迅速な対応がで 
きない場合には、テナントの退去にもつながる。 

   
【試算条件等】  
○ 今後の入居率は誰にもわからないため、過去平均（92%）でも問題はない
と思うが、固く（入居率：80%～85%）見積もっておく方が良い。 

○ 当面は、直近の入居率（100%）と過去平均の入居率（92%）で推移すると
仮定し、その後は、築年数の経過により競争力が低下していくことや、札
幌市内中心部のオフィス床面積が増えていくことなどを考慮して、ある時
点から入居率を引き下げた方が良い。 

○ また、取り壊すことを想定するのであれば、取り壊す２～３年前から、
入居率を引き下げるのが現実的。（入居率：50%～75%） 
なお、その際には、移転補償や必要最小限の修繕費を見込んでおく必要

がある。 
 
【その他意見】 
 ○ 借地権を設定した区分所有物件の建物のみの売買事例はほぼ無い。土地 

とセットでの売却が基本となると考える。 
 ○ 普通借家契約の場合、老朽化によりビルを解体する場合にも、テナント 

への移転補償が必要となるケースがある。補償額は、契約内容や使用状況 
等によるが、賃料の30～50ヵ月分以上になることもある。 

 
 



プレスト１・７の収支の試算について 

[収支試算の前提条件] 

区分 
Ａパターン 

[信託受益権で売却] 

Ｂパターン[２０年間保有し、売却] Ｃパターン[２０年間保有し、解体の上、他用途で使用] 

Ｂ － １ Ｂ － ２ Ｃ － １ Ｃ － ２ 

収   
 
 
入 

‐ 

○入居率：当初３年間 １００％ 
４年目以降  ９２％ 

 （※プレスト１・７の過去平均入居率）  

 
 
 
○賃料等：現在の賃料水準に据置 
※老朽化や市内中心部のオフィススペ
ース増に伴う賃料水準の低下リスク
は見込んでいない 

○入居率：当初３年間 １００％ 
４～７年目  ９２％ 
８年目以降  ８５％ 

（※外部有識者意見による入居率） 

 
 
○賃料等：同左 
※同左 

○入居率：当初３年間   １００％ 
４～１７年目  ９２％ 

 
解体の３年前から段階的に 
低下（７５％～５０％） 
（※外部有識者意見による入居率） 

○賃料等：同左 
※同左 

○入居率：当初３年間   １００％ 
４～７年目    ９２％ 
８～１７年目   ８５％ 
解体の３年前から段階的に 
低下（７５％～５０％） 

 

○賃料等：同左 
※同左 

支   
 
 
出 

‐ 

○管理費：令和４年度実績ベース 
○修繕費：外部有識者意見を元に積立金額を試算 
 
○委託費：テナント管理業務、ビルメンテナンス業務等の 

民間委託経費として、市場聞き取り等により試算 
 
 

※突発的な大規模修繕等のリスクは見込んでいない。 

○管理費：同左 
○修繕費：同左 

解体の３年前から最小限の費用を計上 
○委託費：同左 
 
○移転補償費：解体の３年前からテナントの移転補償費を計上 
  
※同左 

資産 
価値 

初年度（Ｒ６）の数値は、令和５年度の固定資産税課税標準額をベースに外部有識者からお聞きした計算方法で試算した数値とし、以降、この計算方法により試算 

[試算結果] 

収支 ‐ 

 
約４億円 

 
内訳 
賃貸事業による収支累計 

  約４億円 

 
約１億円 

 
内訳 
賃貸事業による収支累計 

  約１億円 

 
約▲２１億円 

 
内訳 
賃貸事業による収支累計 約▲ ２億円 
解体工事費       約▲１９億円 
※区分所有者の借地権等の買取経費が別途必要 

 
約▲２３億円 

 
内訳 
賃貸事業による収支累計 約▲ ４億円 
解体工事費        約▲１９億円 
※区分所有者の借地権等の買取経費が別途必要 

資産 
価値 

約２０億円 
（土地＋建物） 

約９億円 
（土地＋建物） （道有地として残存） 

合計 約２０億円 約１３億円 約１０億円 約▲２１億円 約▲２３億円 

 
※１ 合計欄は、土地と建物が資産価値と同額で売却されたと仮定して算出した額 

※２ 収支試算の詳細は別紙のとおり 
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Ｂパターンの収支概算（20年間保有し、売却する場合）

［Ｂ－１］ （単位：百万円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25
経過年数

(入居率)

(R5対比)

［Ｂ－２］ （単位：百万円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25
経過年数

(入居率)

(R5対比)

2042 2043

1 2 3 4 5 6

2035 2036

201913 14 15 16 17 187 8 9 10 11 12

376

年　度
2024 2025 2026 2027 2028

▲ 332 ▲ 285

20412037 2038 2039 20402029 2030 2031 2032 2033 2034

100% 100% 100% 92% 92%

376

92% 92% 92% 92% 92% 92% 92%92% 92% 92% 92% 92% 92%

334 334 334 932 329 329 329

376376408 408 408 376 376 376 376

92%92%

329

収入
　
Ａ

立駐
改修

単年収支
　　Ａ－

74 74 74 ▲ 556 47 47

329

47 47

376 376 376 376376 376 376 376 376

支出
　
Ｂ

329 329 329 329 329329 329 329 329 329 329

4747 47 47 47 474747 47 47 47 47

累計

▲ 89 ▲ 174 ▲ 256 ▲ 334 ▲ 409 ▲ 481 ▲ 550 ▲ 616

1,538

資産
価値

▲ 237 ▲ 189 ▲ 142

2,065 1,980 1,898 1,820 1,745 1,673 1,604

▲ 1,226▲ 679 ▲ 740 ▲ 798 ▲ 854 ▲ 908 ▲ 959

9281,146 1,098 1,053 1,010 9681,1951,475 1,414 1,356 1,300 1,246

2039 2040 2041 2042 20432032 2033 2034 2035 2036 2037 2038

▲ 1,008 ▲ 1,056 ▲ 1,101 ▲ 1,144 ▲ 1,186

333 381 42874 148 223

▲ 47▲ 95

1 48 95 143 191 238 286

年　度

1 2 3 4 5 6 19 2015 16 17 18

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

13 147 8 9 10 11 12

85% 85%

立駐
改修

▲ 94 ▲ 70

1,300

▲ 616 ▲ 679 ▲ 740 ▲ 798 ▲ 854

92% 92% 92% 92% 85% 85% 85%85% 85% 85% 85%

349 349
収入
　
Ａ

408 408 408 376 376 376 376

85%100% 100% 100%

349

325 325325 325 325 325 325 325

349 349 349 349 349

325

349349 349 349 349

85%85% 85%

単年収支
　　Ａ－

74 74 74 ▲ 556

325 325 325

支出
　
Ｂ

334 334 334 932 329 329 329 325

24 24 24 2424 24 24 24 24 2447 47 47 24 24 24

▲ 46 ▲ 21

累計
▲ 332 ▲ 285 ▲ 237 ▲ 189 ▲ 166 ▲ 141 ▲ 118

3 27 50

968 9281,146 1,098 1,053 1,010

資産
価値

2,065 1,980 1,898 1,820 1,745 1,673

74 148 223

1,246 1,1951,604 1,538 1,475 1,414 1,356

▲ 908▲ 89 ▲ 174 ▲ 256 ▲ 334 ▲ 409 ▲ 481 ▲ 550

99 12375

▲ 1,226▲ 959 ▲ 1,008 ▲ 1,056 ▲ 1,101 ▲ 1,144 ▲ 1,186

・R6の資産価値は、R5固定資産税の課税標準額(2,154百万

円)

※端数処理の関係上、累計額が合わない場合がある。

・現在の賃料水準で試算

※老朽化や市内中心部のオフィスビル増に伴う賃料水

準

・令和４年度の実績をベースに、外部有識者意見や市

場

・R6の資産価値は、R5固定資産税の課税標準額(2,154百万

円)

※端数処理の関係上、累計額が合わない場合があ

・現在の賃料水準で試算

※老朽化に伴う賃料水準の低下リスクは見込んでいない。

・市内オフィス床面積が増加することを考慮し、R13から

入居率の低下を見込む

・令和４年度の実績をベースに、外部有識者意見や市場

聞き取り等により修繕費や委託費等を試算

・立体駐車場は５年以内に

改修の必要があるとの前

提のもとＲ９に仮置きし

ているが、早急に必要に

なる可能性あり

・立体駐車場は５年以内に

改修の必要があるとの前

提のもとＲ９に仮置きし

ているが、早急に必要に

なる可能性あり



Ｃパターンの収支概算（20年間保有し、解体の上、他用途で使用する場合）

［Ｃ－１］ （単位：百万円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26
経過年数

(入居率)

(R5対比)

［Ｃ－２］ （単位：百万円）

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26
経過年数

(入居率)

(R5対比)

2041
年　度

13 1412

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

325

17 187 8

支出
　　　　Ｂ

9 10 11

100% 92% 92% 92% 92%

329 329 329 325

50%

収入
　　　　Ａ

85% 85% 85% 85% 75% 50%85% 85% 85% 85%

212 212
310

85% 85%

老朽解体
349 349 349

100% 100%

20 2115 16

356
255

349

▲ 33724 24 24 24 55

325 325

349349

24 24 24 24

349 349 349

549

単年収支
　　Ａ－Ｂ

74 74 74 ▲ 556 47 47 47 24 24 ▲ 144

334 334 334 932

？1,146

▲2,275
＋
α

▲ 46 ▲ 21

資産
価値

3 27 5074 148 223

累計
▲ 332 ▲ 285 ▲ 237 ▲ 189 ▲ 166

105

▲ 89 ▲ 174 ▲ 256 ▲ 334 ▲ 409 ▲ 481 ▲ 550

1,246 1,1951,604 1,538 1,475 1,414 1,356 1,3002,065 1,980 1,898 1,820 1,745 1,673

▲ 616 ▲ 679 ▲ 740

▲ 94 ▲ 70 ▲ 375

▲ 1,226▲ 959 ▲ 1,008 ▲ 1,056 ▲ 1,101▲ 798 ▲ 854 ▲ 908

968 928

▲ 38

1,098

▲ 141 ▲ 118

1,053 1,010

▲ 1,144 ▲ 1,186

▲1,900
＋
α

立駐
改修

325 325 325 325 325 325

年　度
2024 2025 2026 2027 2028 2041 2042 2043 2044

1 2 3 4 5 6

408 408 408 376 376 376 376 349

2044

1 2 3 4 5 6 19

▲ 89 ▲ 174 ▲ 256 ▲ 334 ▲ 409 ▲ 481

2035 2036 2037 2038 2039 20402029 2030 2031 2032 2033 2034

19 20 21

100% 100% 100% 92% 92% 92% 92%

13 14 15 16 17 187 8 9 10 11 12

50%

収入
　　　　Ａ

408 408 408 376 376 376 376

92%

376

92% 92% 92% 75% 50%92% 92% 92% 92% 92% 92%

376 376 376 310
老朽解体212 212

376 376 376 376 376 376

356 549 ▲1,900
＋
α

329 329 329 329 329 329

立駐
改修

単年収支
　　Ａ－Ｂ

74 74 74 ▲ 556

329 329 329

支出
　　　　Ｂ

334 334 334 932 329 329 329 329

4747 47 4747 47 47 47 47 47 47 47 47

0 ▲ 194

累計
▲ 332 ▲ 285 ▲ 237 ▲ 189 ▲ 142 ▲ 95 ▲ 47

▲2,094
＋
α

資産
価値

2,065 1,980 1,898 1,820 1,745 1,673

74 148 223 190 238 286

968 928 ？1,146 1,098 1,053 1,010

▲ 550

1,246 1,1951,604 1,538 1,475 1,414 1,356 1,300

▲ 616 ▲ 679 ▲ 740 ▲ 798 ▲ 854 ▲ 908

2042 2043

309

48 95 143 143

2035 2036 2037 2038 2039 2040

▲ 1,226▲ 959 ▲ 1,008 ▲ 1,056 ▲ 1,101 ▲ 1,144 ▲ 1,186

287

1 ▲ 144 ▲ 337

・R6の資産価値は、R5固定資産税の課税標準額(2,154百万円)

に不動産鑑定士から聞き取りした係数で試算

・区分所有権・借地権買取（具体の金額は鑑定評価が必要） α

・解体費（道建設部試算） 1,900百万円

※端数処理の関係上、累計額が合わない場合がある。

・令和４年度の実績をベースに、外部有識者意見や市場

聞き取り等により修繕費や委託費等を試算

・解体の３年前（R23）から、入居率の段階的な

低下を見込む

・解体の３年前（R23）から、修繕積立金を減額

するとともに、移転補償費を見込む

・現在の賃料水準で試算

※老朽化や市内中心部のオフィスビル増に伴う賃料水準

や入居率の低下リスクは見込んでいない。

・R6の資産価値は、R5固定資産税の課税標準額(2,154百万円)

に不動産鑑定士から聞き取りした係数で試算

・区分所有権・借地権買取（具体の金額は鑑定評価が必要） α

・解体費（道建設部試算） 1,900百万円

※端数処理の関係上、累計額が合わない場合がある。

・現在の賃料水準で試算

※老朽化に伴う賃料水準の低下リスクは見込んでいない。

・市内オフィス床面積が増加することを考慮し、R13から

入居率の低下を見込む

・令和４年度の実績をベースに、外部有識者意見や市場

聞き取り等により修繕費や委託費等を試算

・解体の３年前（R23）から、入居率の段階的な

低下を見込む

・解体の３年前（R23）から、修繕積立金を減額

するとともに、移転補償費を見込む

・立体駐車場は５年以内に

改修の必要があるとの前

提のもとＲ９に仮置きし

ているが、早急に必要に

なる可能性あり

・立体駐車場は５年以内に

改修の必要があるとの前

提のもとＲ９に仮置きし

ているが、早急に必要に

なる可能性あり


